
【はじめに】

　本邦における作業療法の臨床実習は近年，従来の

症例基盤型実習から作業療法参加型臨床実習（クリ

ニカルクラークシップ実習，以下：CCS 実習）を行

うことが推奨され１），2020 年度より施行された理学

療法士作業療法士学校養成施設指定規則の改正によ

り転換期を迎えている．CCS 実習は学生が診療チー

ムに参加し，その一員として診療業務を分担しなが

ら，職業的な知識・思考法・態度の基本的な内容を

学ぶことを目的としており２），症例基盤型実習と比

較して教育効果が高いとの報告もある３）．

　CCS 実習は，学生が医療チームの一員として実際

の診療に参加し，見学，模倣，実施というプロセス

を経ながら，より実践的な臨床能力を身に付けてい

く実習形態のことである．本学においてもCCS実習

を全施設で導入し，実践しているが，質の高い指導

者養成や作業療法学教育学の必要性への課題も生じ

ている４）．渡部ら５）は本学における CCS 実習経験

記録を後方視的に分析し，臨床実習で学生の得られ

る経験は，見学，実施に比べ模倣数が少ない傾向に

あり，臨床経験年数が高い臨床実習指導者（Clinical 

educator，以下；CE）は，学生に経験させる模倣数

が多い傾向にあったと報告している．模倣はCCS実

習における最も重要なプロセスであり，学生の自己

効力感を高める効果的な学習手段である６）とされて

いる．また模倣を幾度も経験すると学生は基本的に

１人で臨床的技術を目的に沿ったやり方で行える段

階である実施のプロセスに至る．CEが，この模倣

から実施に至るプロセスを学生へ適切に経験させる

ことは，学生の自己効力感を高める効果的な指導で

あるが，この模倣から実施に至るプロセスがどのよ

うに学生の学習に影響を及ぼすのかは不明である．

そのため，CCS 実習における見学，摸倣，実施のプ

ロセスによって得られる学生の経験内容を分析する

ことは，指導者養成や作業療法学教育学における質

の向上に寄与できる．そこで本研究の目的は，作業

療法学生におけるCCS実習経験記録を分析し，見学，
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模倣，実施のプロセスによって学生が経験できる内

容にどのような影響を及ぼすか明らかにすることで

ある．

【対象と方法】

１．対象

　本学は４年次に６週間×３期の臨床実習（Ⅰ期

目：2021 年４月５日～５月 14 日，Ⅱ期目：2021 年

５月 31 日～７月９日，Ⅲ期目：2021 年８月 30 日～

10 月８日）を行っており，附属病院に配置された臨

床作業療法学の教員を中心に CCS 実習を展開して

いる．本研究の対象は，2021 年の本学作業療法学生

４年生 24 名のうち，最終クールであるⅢ期目の急

性期・回復期を含めた身体障害領域の実習を行った

者から抽出した．抽出条件は，本学独自の CCS 実

習経験記録②を参考に，１）模倣・実施回数が平均

以上，２）模倣・実施割合が平均以上とした．附属

病院，学生間のデータ離散を考慮し，24 名の中か

ら対象を１）と２）を満たす「模倣・実施平均以上

群」の４名を抽出し，どちらも満たさない「模倣・

実施平均未満群」の５名を抽出した．抽出した対象

の情報を表１，表２に示す．なお，CCS 実習経験記

録②は，本学の「作業療法　臨床実習の手引き（第

８版）」の経験内容記載例を参考に独自に作成した

ものであり，学生が実習日ごとに提出するものであ

る．担当 CEは学生の経験記録を日々確認し，事実

と異なる場合は学生と相談のうえ記録内容を修正し

ている．全 274 のコード表から経験した項目を選択

し，見学・模倣・実施のいずれの経験であったかを

記入する様式となっている．CCS 実習経験記録②記

入例を表３に示す．

２．方法

　学生の記述するCCS 実習経験記録①の「最も印象

に残ったこと・発見したこと・気づいたこと」を後

方視的に調査した．CCS 実習経験記録①は，本学が

「作業療法　臨床実習の手引き（2022）」の経験内容

記載例を参考にして，独自に作成した，いわゆるデ

イリーノートと同等のものである．自由記述におけ

るデータはエクセルデータに変換後，「模倣・実施

平均以上群」，「模倣・実施平均未満群」の２群に分

類した．テキストマイニングにはKH Coder７，８）を

用いて探索的に分析した．KH Coder は樋口が開発，

公開しているフリーソフトウェアであり，学会発表

や論文などの研究事例は多数紹介されている．まず，

データを読み込み，必要のない記号の削除，つづり

間違い，入力ミスなどの修正を行った．次にデータ

整理として，同じ用語が異なる２語として抽出され

たものは強制抽出して元データの前処理を行い，「模

倣・実施平均以上群」と「模倣・実施平均未満群」

の各々に対して，出現頻度が高い語を抽出した．語

を抽出した後，抽出語を用いて共起関係を視覚化し

た共起ネットワークを作図した．その後，語と語の

結びつきを原文に戻りながら確認をし，サブグラフ

を作成した後に，「模倣・実施平均以上群」と「模

倣・実施平均未満群」の比較を行った．共起ネット

表１　模倣・実施平均以上群

表２　模倣・実施平均未満群
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ワークとは，文章内での関連が深い用語を結び可視

化できるように表現したものである．出現パターン

の似通った語が線で結ばれ，強い共起関係ほど太い

線で，出現数の多い語ほど大きい円で描画される．

また線上の数字は Jaccard 係数であり，係数が大き

い程同じ文章で出現する確率が高いことを意味す

る．

　分析はテキストマイニングの手法経験のある２名

と実施し，本研究は所属施設倫理委員会の承認（承

認番号：21-053-A）を得て行われた．倫理的配慮と

して，電子ポートフォリオシステムから対象者の試

料・情報を取得する際，オプトアウト等により対象

者等に資料・情報の利用目的を含む当該研究につい

ての情報を，研究内容説明書にて通知・公開し，対

象者の試料・情報が利用されることを対象者等が拒

否できる機会を保障した．対象者からの使用の中止

の申し出があった場合には，当該情報は使用しない

こととした．

【結果】

１．出現頻出語の特徴

　「模倣・実施平均以上群」，「模倣・実施平均未満

群」の頻出上位 20の抽出リストを表４に示した．「模

倣・実施平均以上群」のデータからの総抽出語数は

18,903 語（579 文）であった．抽出語の頻出語上位

５件は〔行う〕〔患者〕〔対象者〕〔必要〕〔確認〕であっ

た．「模倣・実施平均未満群」のデータからの総抽

出語数は 23,656 語（723 文）であった．抽出語の頻

出語上位５件は〔行う〕〔患者〕〔リハビリ〕〔必要〕

〔動作〕であった．そして，「模倣・実施平均以上群」，

「模倣・実施平均未満群」の頻出上位 20 には共通す

る語が 13 語であった．

２．共起ネットワークの特徴

　「模倣・実施平均以上群」では８つのサブグラフ

が抽出され図１に示した．サブグラフ①では〔対象

者〕〔学ぶ〕〔思う〕〔取り組む〕〔作業〕などの語が

あり，対象者の取り組む作業に関して学ぶ様子を記

述していた．サブグラフ②では〔作業療法〕〔改めて〕

〔重要〕の語があり，作業療法に関して改めて重要

であることを記述し，サブグラフ①との共起関係が

みられた．サブグラフ③では〔患者〕〔場合〕〔評価〕

表３　CCS 実習経験記録②　記入例

表４　模倣・実施平均以上・未満群の記述上位 20 語
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の語があり，患者の様々な状況での場面から評価の

様子を記述し，サブグラフ④との共起関係がみられ

た．サブグラフ④では〔行う〕〔リハビリ〕〔必要〕

の語があり，リハビリを行う必要性に関することを

記述し，サブグラフ①と共起関係がみられた．サブ

グラフ⑤では，〔確認〕〔状態〕〔大事〕などの語が

あり，状態を確認する大事さに関することを記述し，

サブグラフ④との共起関係がみられた．サブグラフ

⑥では〔動作〕〔訓練〕の語があり，動作に対する

訓練に関すること，サブグラフ⑦では〔脳〕〔障害〕

の語があり，脳の障害に関すること，サブグラフ⑧

では〔呼吸〕〔酸素〕の語があり，酸素飽和度など

呼吸に関することを記述していた．

　「模倣・実施平均未満群」では８つのサブグラフ

が抽出され図２に示した．サブグラフ①では〔対象

者〕〔場合〕〔機能〕〔重要〕などの語があり，対象

者の様々な状況での場面から機能に関する重要性に

ついて記述し，サブグラフ②と共起関係がみられた．

サブグラフ②では〔行う〕〔患者〕〔リハビリ〕〔必

要〕などの語があり，リハビリは患者の状態に応じ

て行う必要があることを記述し，サブグラフ⑤と共

起関係がみられた．サブグラフ③では〔思う〕〔自分〕

〔感じる〕の語があり，学生が思う，感じることに

関して記述し，サブグラフ②と共起関係がみられた．

サブグラフ④では〔理解〕〔介入〕の語があり，介

入に関して理解できていること，できていないこと

について記述し，サブグラフ②と共起関係がみられ

た．サブグラフ⑤では〔学ぶ〕〔障害〕〔訓練〕〔方法〕

などの語があり，障害についての訓練や方法に関す

ることを学んだことを記述していた．サブグラフ⑥

は〔見学〕〔作業療法〕〔本人〕の語があり，患者の

作業療法について見学したことを記述し，サブグラ

フ⑤と共起関係がみられた．サブグラフ⑦では〔動

作〕〔実施〕〔生活〕の語があり，生活においての動

作を実施することに関して記述し，サブグラフ⑤と

共起関係がみられた．サブグラフ⑧では〔見る〕〔様

子〕の語があり，実習でみられる様子について記述

していた．

【考察】

１．頻出語から推察できる「経験できる内容」

　模倣・実施平均以上の学生と模倣・実施平均未満

の学生の頻出語を比較すると，上位 20 語の中では

13 の語が重なる結果であった．上位５語では〔行う〕

〔患者〕〔必要〕がどちらの学生にもみられており，

患者に関連する実践について必要に感じていること

が推察できる．この結果からどちらの学生も「経験

できる内容」に関して大きな差異はないと考えられ

るが，差異の部分にも着目する必要がある．

　頻出語の重なる語を検討すると，〔患者〕〔対象者〕

図１　模倣・実施平均以上群の共起ネットワーク

　　　 ８つのサブグラフが抽出され，それぞれの番

号を示した．

図２　模倣・実施平均未満群の共起ネットワーク

　　　 ８つのサブグラフが抽出され，それぞれの番

号を示した．
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という語があるが，学生自身が使い分けて語を使用

している可能性がある．〔患者〕とは特定の外傷・

疾病をもった１人を表すことではなく，〔患者〕と

いう集団と捉え，〔対象者〕はその逆である．つま

り医療という中で〔患者〕から学べること，１人の〔対

象者〕から学べることがあると推察する．また重な

る語として，〔状態〕〔場合〕があり，〔患者〕〔対象者〕

の病状や状況を表した語であると考えられ，このよ

うな中で学生は，〔動作〕〔関節〕などの身体機能面

や〔評価〕〔リハビリ〕などの広義に着目しながら

CCS 実習を行っていると推察する．そして，どちら

の学生も〔重要〕〔必要〕という語があり，CCS 実

習から学生が経験できる内容に関して有益なものが

あったことが予測できるが，この頻出語からでは模

倣・実施数平均以上の学生と模倣・実施数平均未満

の学生との「経験できる内容の違い」を説明できな

いため，以下に記述する２．共起ネットワークから

推測できる「経験できる内容の違い」において説明

する．次に上位 20 語の中で模倣・実施平均以上群

の学生のみ抽出できた語を検討すると，上位の〔確

認〕が挙げられた．模倣・実施平均未満群はCCS 実

習において見学が主体であった学生である．見学は

漠然とした見学では意味が無く，CEは解説を加え

て診療にあたる必要がある．この〔確認〕は CEか

ら解説があったとしても，学生自身が実際に行う模

倣や実施の経験の方が，より学生の習得できるもの

であったと推察する．

２． 共起ネットワークから推測できる「経験できる

内容の違い」

　模倣・実施平均以上群の学生と模倣・実施平均未

満群の学生どちらも〔対象者〕〔患者〕から経験を

得ている傾向にあった．しかしそれぞれの学生が〔対

象者〕〔患者〕から経験できる内容には違いもみら

れた．

　模倣・実施平均以上群の学生のサブグラフ①から，

〔対象者〕について考え，感じ，学んでおり，また〔対

象者〕の作業について，より経験している傾向にあっ

た．しかし，模倣・実施平均未満群の学生のサブグ

ラフ①からは，〔対象者〕の様々な病態や状況での

場面から機能に関することを，より経験している傾

向にあった．見学とは，実際場面をみせながら，患

者の症状，作業療法の課題，実施内容の目的，実施

上のコツ，CEの治療仮説や臨床的推論を解説する９）

とある．しかし，CEが十分な時間をとり，適切に

自分の臨床を言語化して伝えられる能力があるのか

という問題がある．また見学中心であると学生との

ディスカッションが深まらず，作業療法リーズニン

グまで経験しにくく，結果として CEが行う機能に

関する評価や実践に注視してしまう可能性が考えら

れた．模倣は，臨床経験を繰り返し行い，学生の理

解度を把握しながら，理解を進ませるための相互交

流的なコミュニケーションを進め，共にディスカッ

ションしていく９）ことである．そのため，模倣・実

施平均以上群の学生は CEと共にディスカッション

を繰り返すことで〔対象者〕に対する作業療法リー

ズニングをより経験できていたと推察できる．さら

に，それぞれの学生の重要に感じる視点の違いとし

て，模倣・実施平均以上群の学生のサブグラフ②で

は，〔対象者〕からあらためて，作業療法の重要性

を認識し，模倣・実施平均未満群の学生のサブグラ

フ①では，〔対象者〕の機能面への重要性を認識し

ていた．このことから，CCS 実習において，模倣・

実施を多く経験することは，作業療法士の専門性へ

の理解に，より有用な可能性が示唆された．

　次に模倣・実施平均以上群の学生のサブグラフ

③④⑤から，〔患者〕を評価し状態を確認しながら

リハビリを行う必要性について経験している傾向に

あった．一方，模倣・実施平均未満群の学生のサブ

グラフ②③④⑤では〔患者〕の状態や，リハビリを

行うこと，必要なこと，思う・感じたこと，介入か

ら理解できること，障害・訓練・方法について経験

している傾向にあった．どちらの学生においても，

同様な内容を経験していたが，模倣・実施平均未満

群の学生は，より多くの項目が挙げられていた．こ

れは，〔患者〕から，様々な場面を見学することで，

多くの項目を経験できる可能性が考えられた．対し

て模倣・実施平均以上群の学生からは，実際に〔患

者〕に介入を通して，〔患者〕の状態を確認しながら，

実践に繋げる過程を中心に経験できる可能性が考え

られた．

　CCS 実習において模倣と実施の工程は非常に重要

であり，学生の経験できる内容に大きく影響を与え

ていた．学生は模倣と実施を多く経験することで，
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CE と共にたくさんのディスカッションを重ね，対

象者の作業の視点を理解し，作業療法リーズニング

を経験することは作業療法の重要性を経験できうる

ものであったと考える．CEの模倣と実施に関する

教育スキルによって学生の教育効果に影響を与える

ため，CEは模倣の工程を意識しながら実践し，適

切に実施へ移行しながら，学生には実際の介入を多

く経験させることが非常に重要である．

３．研究の限界と今後の展望

　対象は単独の養成校の学生であり，また身体障害

領域に限り，CEもすべて附属病院内の指導者であ

ることから，外的妥当性が乏しいことが挙げられる．

また，対象の選定として時期を限定し，模倣・実施

数や割合の平均を使用して群分けしているため，他

の時期や学年においては妥当性が乏しい可能性があ

る．これらの限界があるものの，今回のCCS 実習の

中での経験を分析した報告は新たな知見を多く含ん

でおり，学生にとってより有益な教育を検討するう

えでは有用であると考える．今後もCCS実習に関す

る研究の更なる発展に期待している．
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緒言

　「専門職大学」および「専門職短期大学」の制度は，

新たな専門職業人の養成を目的として 2019 年４月

より施行された．新たに養成すべき専門職業人材と

は，①理論にも裏付けられた高度な実践力を強みと

して，専門業務を牽引できる高度な実践力を備えた

人材と，②変化に対応しつつ，新たなモノやサービ

スを創り出すことができる豊かな創造力を備えた人

材，の両方を兼ね備えている者とされている１）．また，

制度としての専門職大学・専門職短期大学の特徴は，

深く専門の学芸を教授研究し専門職を担うための実

践的かつ応用的な能力を育成・展開することや，産

業界等との連携が明示されている２）．具体的には，

展開科目（専門とする職業分野に関連した他分野で

あって，当該職業分野において他分野の知識等と結

びづけ，新たなモノやサービスを生み出すことので

きる豊かな創造力を育成するための授業科目）を開

設すること，専任教員数の４割以上は実務家教員（専

攻分野におけるおおむね５年以上の実務経験を有

し，かつ，高度な実務能力を有する者）であること，

実習時間が多いこと，同時に授業を行う学生数を 40

名以下として少人数で教育を行うことなどが挙げら

れる２）．

　しかし，専門職大学の制度が開始した２年目の

2020 年に行われた高等学校進路指導部を対象とし

た認知度調査では，「名称しか知らない」という教

員の割合が４割にのぼり３），高等学校進路指導部の

研究論文２

医療系専門職大学の入学生に対する専門職大学の認知度に関する調査研究

Survey research on the cognition of the professional university among admitted students in a health  

sciences professional university

畠山　久司１）・小野寺　哲夫１）・武井　圭一２）・森本　晃司２）・大塚　幸永２）

Hisashi HATAKEYAMA１）・Tetsuo ONODERA１）・Keiichi TAKEI２）・Koji MORIMOTO２）・Yukie OOTUKA２）

Japanese Journal of Research for the Occupational Therapy Education 23(1):　10-18,  2023

１） 東京保健医療専門職大学リハビリテーション学部

作業療法学科

　　〒 135-0043　東京都江東区塩浜 2-22-10

　　 Department of Occupational Therapy, School of 

Rehabilitation, Tokyo Professional University of 

Health Sciences

　　 2-22-10 Shiohama, Koto-ku, Tokyo 135-0043, Japan

２） 東京保健医療専門職大学リハビリテーション学部

理学療法学科

　　〒 135-0043　東京都江東区塩浜 2-22-10

　　 Department of Physical Therapy, School of 

Rehabilitation, Tokyo Professional University of 

Health Sciences

　　 2-22-10 Shiohama, Koto-ku, Tokyo 135-0043, Japan

受付日　2023年３月12日

受理日　2023年６月18日

要旨：本研究は，本学入学生が医療系専門職大学をどのように認知しているのかを明らかにすることを目的

として，質問紙調査を実施した．対象を 2022 年度本学入学者全員とし有効回答数は 102 名（回収率 75％）

であった．探索的因子分析を行った結果，20 項目，５因子構造と推察された．その後，階層的クラスタ分

析とKruskal-Wallis の H検定を行い，５クラスタの特徴を検討した．結果，専門職大学の教育的な利点を

十分に認知している第１・２クラスタは入学者全体の約 35％に留まり，専門職大学の教育的な特徴が入学

者に対して十分に認知されていないことが示唆された．今後，専門職大学の特徴をより一層社会に啓発する

必要がある．また，作業療法士や理学療法士に対する意欲が低い第５クラスタも約 25％確認され，入学後

における大学全体での丁寧な支援の必要性が示唆された．

キーワード：専門職大学　入学生　質問紙調査
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教員による専門職大学への認知度は高いとは言い難

く，今後の課題である．

　作業療法士と理学療法士を養成する医療系専門職

大学としての東京保健医療専門職大学（以下，本学）

は，2020 年４月に開学して４年目を迎えたが，大

学説明会での高校生の本学に対する認知度や入試状

況などから，専門職大学としての本学への認知度の

不十分さを実感している．そこで，本学への入学者

が本学に対して何を魅力に感じ，何を認知して入学

したのかについて調査することで，既存の大学や専

門学校とは異なる専門職大学としての本学の社会的

な意義や役割を明確にすることができると考える．

よって，本研究の目的は，作業療法士と理学療法士

を養成する医療系専門職大学である本学入学者を対

象として，専門職大学をどのように認知しているの

かを明らかにすることである．

方法

１．研究デザイン

　横断的研究（質問紙調査）

２．対象

　東京保健医療専門職大学リハビリテーション学部

作業療法学科と理学療法学科の 2022 年度入学者全

員（136 名）を対象とした．学科別対象者は，作業

療法学科 55 名，理学療法学科 81 名であった．性別

では，男性 73 名，女性 63 名であった．本研究は因

子分析を行うために，サンプルサイズを最低 100 名

とした４）．

３．調査方法

　調査時期は，入学式１週間後とした．調査対象者

は，調査に対しては自由参加とし，研究協力依頼書

を用いて研究の詳細について口頭にて説明を行い，

研究同意書への署名をもって研究参加への同意とし

た．本研究は入学者が対象であるため，作業療法学

科と理学療法学科共通の質問紙を用い，無記名自記

式とした．

４．調査尺度

　本研究は，医療系専門職大学への入学者が，専門

職大学の特徴をどのように認知しているのかを調査

することを目的としている．しかし，本目的を調査

することができる標準化された質問紙は存在しない

ため，独自の質問紙を作成した．質問紙作成の手順

を以下に示す．

（１）質問項目の作成

　はじめに，2021 年度のオープンキャンパスおよ

び入試前のアンケートで高校生が回答した「本学を

志望した理由（自由記載）」のデータをもとに，計

量テキスト分析用のフリーソフトウェアKH Coder 

ver.3 を使用し，単語の出現頻度の算出と共起ネッ

トワークにより本専門職大学の特色についての傾向

を分析した．共起ネットワークとは，同時に出現す

る語，すなわち「共起」の程度が強い語を線で結ん

だものである．次に，本学ホームページやパンフレッ

トで用いられている本専門職大学の特色を示す用語

を抽出した．加えて，他大学の学生調査に関する先

行研究５，６）を参考にし，上述の本専門職大学の特色

を踏まえて，共同研究者５名を中心として全て独自

の質問項目を作成した．この際，共同研究者５名に

よって医療系専門職大学である本学の特色を的確に

反映している質問項目かどうか１項目ずつ内容を検

討し，質問項目の内容的妥当性を担保した．共同研

究者の内訳は，10 年以上の臨床経験をもつ作業療法

士１名（修士・大学教員歴３年）と理学療法士３名

（①博士・大学教員歴３年，②博士・大学教員歴４年，

③学士・大学教員歴２年），および臨床心理士１名（博

士・大学教員歴 15 年）であった．

（２）質問項目の精査

　本研究と関係しない４名の入試広報部の職員が質

問項目の文言や内容を確認した．その後，共同研究

者５名により質問項目を精査する工程を，先行研究

を参考に３度実施した７）．

（３）質問項目の決定

　最終的にフェイスシート（学科，性別，通学時間

の３項目）と，27 項目の質問項目から構成される質

問紙が作成された．回答カテゴリ数は５以上が良い

とされる８）が，学生の本学への認知の特徴を明らか

にするために中間カテゴリへの回答を避け，全くそ

う思わない（１点）～非常にそう思う（６点）の６

作業療法教育研究・第 23 巻・第１号・2023 年９月
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件法のリッカート法にて回答を求めた．

５．統計分析

（１）天井効果と床効果の確認

　回収されたデータの欠損値は，有効な範囲の値の

中央値に置換した．その後，各質問項目に対して，

天井効果と床効果の有無を確認した．具体的には，

平均値＋標準偏差の値が取り得る最高値（６点）以

上の場合を天井効果，平均値－標準偏差の値が取り

得る最低値（１点）以下である場合を床効果とした．

（２）因子分析の実施

　尺度の因子構造を明らかにするため，探索的因子

分析を実施した．因子分析は初期解を最尤法によっ

て求め，因子数はスクリー・プロットを確認し，固

有値１以上で決定し，抽出された因子についてプロ

マックス回転を行った．抽出された因子には，各々

名称をつけた．さらに，相関係数が 0.2 以上 0.4 未

満を弱い相関，0.4 以上 0.7 未満を中等度の相関，0.7

以上 0.9 未満を強い相関とし９），因子間相関を算出

した．内的整合性を検証するために採用された全項

目ならびに因子ごとの Cronbach のα係数を算出し

た．

（３） クラスタ分析と Kruskal-Wallis の H 検定の実

施

　本学への入学生を類型化するために，各対象者の

因子得点の平均値（以下，因子得点）について階層

的クラスタ分析（Ward 法）を行った．さらに，各

クラスタを比較するために，Kruskal-Wallis の H検

定を行った．つまり，各対象者の因子得点に順位を

つけ，各クラスタの平均順位を比較した．多重比較

検定には，Bonferroni 調整済み有意確率５%以下

で Bonferroni 法を用いた．最後に，共同研究者５名

により，各クラスタに属する入学生の専門職大学に

対する認知の特徴を検討した．全ての統計解析は，

IBM SPSS Statistics version 28 を用いた．

６．倫理的配慮

　本研究は，東京保健医療専門職大学研究倫理審査

委員会の承認を得て実施された（承認番号：TPU-

21-031）．

結果

１．有効回答数・回収率・天井効果について

　有効回答数は 102 名（回収率 75％）であった．学

科別は，作業療法学科 55 名（回収率 100％），理

学療法学科 47 名（回収率 58％）であった．性別

は，男性 71 名（回収率 97％），女性 29 名（回収率

46％），未記載２名であった．

　天井効果を示した質問項目は，専門職大学の特色

を示した項目を中心に 14 項目認められた（表１，

２）が，天井効果を示す質問項目を含めたとしても，

探索的因子分析には大きな影響はないという先行研

究 10）があることから，本研究では全ての質問項目を

分析に含めた．

２．因子分析について

　初期解のスクリー・プロットをもとに固有値の落

差を考慮した上で４因子と仮定し，探索的因子分析

を実施した．因子負荷量は，先行研究を参考とし 0.35

を基準 11）とした結果， ７項目が除外された（表１）．

最終的に残った 20 項目で再度因子分析を行った結

果，５つの因子構造をもつことが推定された．以下，

各因子に含まれる質問項目を「 」で，因子名を“ ”

で示す（表２）．

　第１因子は，「理学療法士／作業療法士の国家資

格を取るための科目が整っていると思う」，「誇り

を持った理学療法士／作業療法士になるための科目

が整っていると思う」，「自分の理想の理学療法士／

作業療法士像に近づけると思う」，「理想の理学療法

士／作業療法士像がある」，「専門職大学に魅力を感

じている」，「理学療法士／作業療法士の活躍できる

表１　除外項目一覧
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分野を幅広く学ぶことができると思う」の６項目で

あり，因子名を“理想の理学療法士／作業療法士（PT/

OT）像”と命名した．

　第２因子は，「実務家教員が多いため実践的な指

導を受けられると思う」，「少人数制の授業であるた

め教員から多くを学べると思う」，「実習時間が多い

ので実践力が身につくと思う」，「教職員と学生の距

離が近いのでコミュニケーションをとりやすいと思

う」，「隣接他分野の知識を身につけられると思う」，

「教員の対応がきめ細やかだと思う」の６項目であ

り，因子名を“専門職大学の教育特色”と命名した．

　第３因子は，「大学と産業（企業等）が連携した

教育を受けられると思う」，「大学で学びながら産業

界や地域社会との連携が行えると思う」，「経営・マ

ネジメントの知識を身につけられると思う」，「将来，

共生社会の実現と発展に貢献できる実務リーダーを

表２　探索的因子分析の結果
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目指したいと思う」の４項目であり，因子名を“産

業界や地域社会での活躍”と命名した．

　第４因子は，「将来，誇りを持った理学療法士／

作業療法士になりたいと思う」，「将来，理学療法

士／作業療法士の国家資格を取得したいと思う」，

「誇りを持った理学療法士／作業療法士になるため

の専門教育が受けられると思う」の３項目であり，

因子名を“誇りのある理学療法士／作業療法士（PT/

OT）”と命名した．

　第５因子は，「大学の立地が良いと思う」の１項

目であり，因子名を“大学の立地”とした．

　因子間相関は，第１因子と第２因子・第３因子・

第４因子の間，第２因子と第３因子の間，第２因子

と第４因子の間，第３因子と第４因子の間に中等度

の正の相関（全て p＜ 0.05）が認められた（表２）．

３．信頼性の検討（表２）

　採用された 20 項目の Cronbach のα係数は 0.912

であった．また，各因子のα係数は，第１因子α＝

0.861，第２因子α＝ 0.846，第３因子α＝ 0.793，第

４因子α＝ 0.786 だった．従って，採用された全項

目ならびに全ての因子において十分な内的整合性が

確認された．

４．クラスタ分析と各クラスタの特徴の検討

　階層的クラスタ分析のデンドログラムを確認し，

共同研究者と協議の上，５クラスタに分類した．各

クラスタの因子得点の中央値，四分位範囲を表３

に，Kruskal-Wallis の H 検定と Bonferroni 法の検

定結果を表４に示す．以下に，クラスタ間で有意差

（p＜ 0.05）が認められたものを示す．第１因子（理

想の理学療法士／作業療法士（PT/OT）像）におい

ては，第１クラスタは第３，第４，第５クラスタと

比べて有意に高く，第５クラスタは他のクラスタよ

りも有意に低かった．第２因子（専門職大学の教育

特色）においては，第１，第２クラスタは第３，第

５クラスタと比べて有意に高く，第５クラスタは他

クラスタよりも有意に低かった．第３因子（産業界

や地域社会での活躍）においては，第１，第２クラ

スタは第３，第４，第５クラスタと比べて有意に高

かった．第４因子（誇りのある理学療法士／作業療

法士（PT/OT））では，第１，第２，第３クラスタ

は第５クラスタと比べて有意に高かった．第５因子

（大学の立地）では，第１，第３クラスタは第５，第２，

第４クラスタと比べて有意に高く，第５クラスタは

第４クラスタと比べて有意に高かった．

　その後，共同研究者５名により，各クラスタに属

する入学生の専門職大学に対する認知の特徴を検討

した．第１クラスタは 16 名（15.5%）が該当し，作

業療法学科の学生は７名（学科全体の約 13％），理

学療法学科の学生は９名（学科全体の約 19％）であっ

た．第１クラスタは，“誇りのある理学療法士／作

業療法士（第４因子）”以外の下位因子の高さに特

徴づけられていた．従って，理想の理学療法士／作

業療法士の実現を願いつつ，専門職大学の教育的な

特徴（第２因子と第３因子）を認知し，産業界や地

域社会での活躍を目指して入学をしていて，また，

大学の立地に魅力を感じていたことから，第１クラ

スタは「立地の高魅力かつ専門職大学の高認知群」

と命名された．

　第２クラスタは 20 名（19.4%）が該当し，作業療

法学科の学生は 12 名（学科全体の約 22％），理学療

法学科の学生は８名（学科全体の約 17％）であっ

た．第２クラスタは，第１クラスタと同様に理想の

理学療法士／作業療法士の実現を願いつつ，専門職

大学の教育的な特徴（第２因子と第３因子）を認知

し，産業界や地域社会での活躍を目指して入学して

いた．一方で，大学の立地にはやや低い魅力を感じ

ていたことから，第２クラスタは「立地の中等度魅

力かつ専門職大学の高認知群」と命名された．

　第３クラスタは 31 名（30.0%）が該当し，作業療

法学科の学生は 13 名（学科全体の約 24％），理学療

法学科の学生は 18 名（学科全体の約 38％）であっ

た．第３クラスタは，理想の理学療法士／作業療法

士像の形成が不十分であり，専門職大学の教育的な

特徴（第２因子と第３因子）に対しても十分に認知

していないが，大学の立地には魅力を感じていたこ

とから，第３クラスタは「立地の高魅力，理学療法

士／作業療法士に対する中等度意欲かつ専門職大学

の中等度認知群」と命名された．

　第４クラスタは９名（8.7%）が該当し，作業療法

学科の学生は５名（学科全体の約９％），理学療法

学科の学生は４名（学科全体の約９％）であった．

第４クラスタは，理想の理学療法士／作業療法士像
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の形成が不十分であり，専門職大学の教育特色は認

知をしているが産業界や地域社会での活躍に関して

の認知は低く，また，大学の立地には全く魅力を感

じていなかったことから，第４クラスタは「立地の

低魅力，理学療法士／作業療法士に対する中等度意

欲かつ専門職大学の中等度認知群」と命名された．

　第５クラスタは 26 名（25.2%）が該当し，作業療

法学科の学生は 18 名（学科全体の約 33％），理学療

法学科の学生は８名（学科全体の約 17％）であった．

第５クラスタは，大学の立地以外の全ての下位因子

における因子得点の低さに特徴づけられていた．具

体的には，誇りのある理学療法士／作業療法士は低

く，理想の理学療法士／作業療法士像も明確になっ

ておらず，専門職大学の教育的な特徴（第２因子と

第３因子）に対しても不十分な認知しかしておらず，

主体的に入学していない可能性が高いことから，第

５クラスタは「理学療法士／作業療法士に対する低

意欲群」と命名された．

考察

１．採用項目と除外項目に関して

　探索的因子分析によって採用された 20 項目は５

因子構造であると推察された．第２因子“専門職大

学の教育特色”は，実務家教員の多さや少人数授業，

実習時間の多さ，教職員との距離の近さやコミュニ

ケーションのとりやすさ，隣接他分野の知識で構成

されることが示された．また，第３因子“産業界や

地域社会での活躍”は，産業界・地域社会との連携，

実務リーダー，経営・マネジメントの知識で構成さ

れた．第２因子と第３因子は，専門職大学の特徴で

表３　各クラスタの因子得点の中央値と四分位範囲

表４　各クラスタのKruskal-Wallis の H検定と Bonferroni 法の検定結果
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ある，「深く専門の学芸を教授研究し専門職を担う

ための実践的かつ応用的な能力を育成・展開するこ

とや，産業界等との連携」２）を反映していると考え

られた．

　一方で，因子負荷量 0.35 を基準とした結果，７項

目が除外された（表１）．因子負荷量は，観測係数

に対して共通因子が影響を与える強度を示したもの

である．特に，「知識と技術を関連付けて学ぶこと

ができると思う」，「医療・福祉以外の分野でも通用

する人間になれると思う」は専門職大学の教育的な

利点であると考えられるが，専門職大学に対する認

知度の視点では影響度が低いと考えられた．

２．尺度の信頼性に関して

　サンプルサイズは因子数の 20 倍であれば，安定

した因子解が得られるとされている 12）．さらに，全

20 項目の Cronbach のα係数は 0.9 以上であり，第

５因子以外の全ての下位因子においても 0.70 以上で

あることから，内的整合性が確かめられた 13）．また

因子の構成要素は，少なくても３つ以上あることが

望ましいとされており 14），本尺度はその基準を満た

していたことから，第１因子から第４因子の因子得

点の中央値と四分位範囲を算出することは妥当だと

判断された．

３．本学の社会的な役割や意義に関して

　専門職大学の教育的な特徴を十分に認知している

第１クラスタ（立地の高魅力かつ専門職大学の高認

知群）と第２クラスタ（立地の中等度魅力かつ専門

職大学の高認知群）は入学者全体の 35％程度確認さ

れた．第１クラスタと第２クラスタは，産業界や地

域社会での活躍を目指して入学したと考えられ，産

業界との連携や地域社会へ貢献することができる

人材を養成するということが，既存の大学や専門学

校における養成教育とは異なる，医療系専門職大学

である本学が果たすべき社会的な役割や意義である

と考えられた．特に，「第四次作業療法５ヵ年戦略

（2023-2027）」のスローガンは，「人々の活動・参加

を支援し，地域共生社会の構築に寄与する作業療法」

であり，本学の作業療法教育は今後の作業療法の発

展において重要な役割を果たすことができると考え

る．

４．今後の作業療法教育に関して

　専門職大学の教育的な特徴をある程度認知してい

る第３クラスタ（立地の高魅力，理学療法士／作業

療法士に対する中等度意欲かつ専門職大学の中等度

認知群）と第４クラスタ（立地の低魅力，理学療法

士／作業療法士に対する中等度意欲かつ専門職大学

の中等度認知群）は 40％程度であった．第３因子（産

業界や地域社会での活躍）においては，第５クラス

タ（理学療法士／作業療法士に対する低意欲群）と

統計学的な有意差が認められなかった．産業界との

連携や地域社会へ貢献することができる作業療法士

を養成するという本学が果たすべき社会的な役割や

意義に関して，より一層社会に啓発し認知を高めて

いく必要があると考えられた．また入学後の作業療

法教育においては，産業界や地域社会で活躍してい

る作業療法士との交流の機会や講義を受ける機会を

設けるなどの，理想の作業療法士像の形成を促すよ

うな働きかけが重要になると考える．

　理学療法士／作業療法士に対する意欲が低い第５

クラスタ（理学療法士／作業療法士に対する低意欲

群）は約 25％確認された．特に，作業療法学科の学

生の学科全体に対する割合は，理学療法学科の学生

の学科全体に対する割合よりも高かった．本研究で

は，作業療法学科の学生よりも理学療法学科の学生

の回答率が低く，理学療法士に対する低意欲群に属

する可能性のある学生による研究への不参加の影響

があると考えられた．また，リハビリテーションと

いう言葉は認識されつつあるが，作業療法という言

葉や仕事内容に関する認識は低いとされるため 15），

作業療法士という職種の理解や作業療法士に対する

意欲が不十分なまま本学に入学している学生が多い

ことも影響していると考えられた．作業療法士とい

う職種を知った時期や作業療法士への進路を決めた

時期の大半は高校生時代であり，それまでの期間で

いかに作業療法士を認知できるかが重要な課題であ

ると思われる 16）．職業に関する講話や職業体験，メ

ディアを通した啓発活動，大学のオープンキャンパ

スの充実や模擬授業の体験など，多様な視点での作

業療法士の正しい知識や魅力を伝えていくことが大

切だと考える 16）．さらに，第５クラスタは，休学や

退学に繋がる危険性が最も高い集団であると考えら

れ，入学後の学生支援が必要であると考えられる．
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学生支援に関しては，第１層日常的学生支援，第２

層制度化された学生支援，第３層専門的学生支援の

３階層モデルが示されており 17），本学では入学後

の学修への意欲向上を図るために，入学早期からの

キャリア教育（第１層）や，クラスの担任・副担任

制度や学修を支援する学修アドバイザー制度（第２

層）による学生支援を行っている．また，必要に応

じて学生相談室（第３層）と連携を図りながら総合

的に学生支援を実施しており，今後も３階層モデル

に準じた大学全体での丁寧な学生支援が必要である

と考える．

５．本研究の限界

　本研究は，本学のみを対象としたため選択バイア

スが生じた可能性が否めない．また，研究参加者も

少なかったことから，今後は，作業療法士と理学療

法士を養成する複数の医療系専門職大学を対象とし

た，より大規模な研究を行うことによって一般化可

能性が高まると考える．また本研究では，天井効果

を示す質問項目が多く確認されたことから，質問項

目を修正して識別力を高めていくことなどの工夫が

求められる．

結論

　本研究は，本学入学生が医療系専門職大学をどの

ように認知しているのかを明らかにすることを目的

として質問紙調査を行った．結果，専門職大学の教

育的な利点を十分に認知している学生は入学者全体

の 35％程度に留まり，専門職大学の教育的な特徴が

入学生に対して十分に認知されていないことが示唆

された．今後，専門職大学の特徴をより一層社会に

啓発する必要があると考えられる．また，作業療法

士や理学療法士に対する意欲が低い学生も 25％確認

された．入学後における大学全体での丁寧な支援の

必要性が示唆された．
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publication/__icsFiles/afieldfile/2021/02/12/

jyujitsuhousaku_2.pdf，（参照 2023-1-27）
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はじめに

　作業療法士養成教育は新型コロナウイルス感染症

の拡大に伴い，対面からオンラインへの急激な転換

が余儀なくされた．特に臨床実習の実施が喫緊の課

題となったことからオンライン形式による学内実習

の実践１－３）が報告されている．また看護師養成課

程では講義科目や演習科目に関する報告が多くあ

り４，５），領域が異なるもののこれらの報告を参考に

養成施設は感染症の拡大状況や学生の対応能力に合

わせた工夫を行っていると思われる．

　今後の感染症収束後も授業は従来の対面のみでは

なく，オンラインとの併用を視野に入れたカリキュ

ラムが構成されること６）が既知の事実となってい

る．そして作業療法士養成教育では今のところみあ

たらないものの，他の専門職養成教育ではオンライ

ン授業と対面授業の比較から違いを明らかにする研

究７，８）が行われている．

　しかし，これまでの研究を鑑みるとオンライン授

業が従来の対面授業と同じ成果を示すかどうかと

研究論文３

オンライン授業と対面授業による実践的授業の成果の検証

－大学と専門学校との連携教育における作業療法学科学生の自己認識の変化から－

 

From changes in self-recognition of occupational therapy students in collaborative education between 

universities and vocational schools

赤堀　将孝１）・谷川　和昭２）

Masataka AKAHORI１）・Kazuaki TANIKAWA２）

Japanese Journal of Research for the Occupational Therapy Education 23(1):　19-26,  2023

１）はくほう会医療専門学校赤穂校作業療法学科

　　〒 678-0203　兵庫県赤穂市元町 5-9

　　 Department of Occupational Therapy, Hakuhoukai 

Medical College

　　 5-9 Motomachi, Ako city, Hyogo prefecture 678-

0203, Japan

２）関西福祉大学社会福祉学部

　　〒 678-0255　兵庫県赤穂市新田 380-3

　　 Faculty of Social Welfare, Kansai University of 

Social Welfare

　　 380-3 Shinden, Ako city, Hyogo prefecture 678-

0255, Japan

受付日　2022年12月17日

受理日　2023年７月11日

要旨：本研究は対面と同等な価値となることを目指したオンライン授業による実践の成果を，対面授業との

比較により検証したものである．その検証のため地域作業療法学において当校作業療法学科専門学生（２年

次生）と他学社会福祉学部大学生（２年次生）との連携・協働によるフィールドワークや資料作成等を実践

した．そうした実践的な授業における取り組みや学びが，対面と同等の価値を有すると考えてよいのかを作

業療法学生の自己認識の変化から明らかにすることが本研究の目的である．作業療法学生に対する調査では，

「医療系学生における職業アイデンティティ尺度」と「大学生における地域基盤型専門職連携教育自己評価

尺度」，自由記載による「地域で作業療法士が活躍するために必要なこと」について，開講時と終講時の両

方で回答データを収集し，その分析内容を比較した．結果，授業をオンラインにて実施した年度は対面にて

実施した年度と同様の学習成果を示した．本研究によって，オンライン授業であっても，その授業を対面と

同じ価値が得られるような工夫により，学生の自己認識としては対面と同等の成果が得られることを示唆す

るものである．

キーワード：職種間連携教育　地域作業療法学　同価値理論　学習成果
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いった観点からの検証はなされていない．そこで，

本研究においては，オンライン形式にて利用できる

遠隔教育理論である，学生の得る価値に着目した同

価値理論９）に基づきオンライン授業の成果を検証す

ることは意義があると考えた．

　同価値理論は等価性または同等性理論とも読み替

えられ，学生の学習経験の十分な公平性を確保する

ための適切なサポートがあることを確認しながら意

味のある同等の学習経験を目指すというものであ

る．したがって，この理論は出口である学習目標か

ら逆向きに授業を設計するため，形式による違いに

よって授業内容を変化させることを教員に求めてい

る．

　本研究ではこの理論を手がかりに，地域作業療法

学において当校作業療法学科学生（２年次生）が他

学社会福祉学部大学生（２年次生）とのフィールド

ワークを含む職種間連携教育を 2021 年度は Zoom

を用いてオンラインにて開講し，対面と同様の価値

を得られるように授業を執り行った．そして，続く

2022 年度は感染症の影響が縮小し対面で授業を行う

ことができたため，オンライン授業と対面授業の２

つの教育の成果を学生の自己認識の変化から検証し

たいと考えた．

　ややもすると従来からオンラインは対面形式より

演習や多職種連携には不向きであり，対面ほど十分

な学習成果が得られにくいとされている．一方，近

年のオンラインでの多職種連携教育に関する研究
10）では，オンラインで交流できるツールを用いる

ことでチームでのメンバーシップやチームシップの

重要性の理解は十分に達成しうるとされている．し

かし，本研究における取り組みは，症例検討による

多職種連携教育ではないため，先行研究と異なった

結果が生じる可能性に留意しておくことが求められ

る．そこで，同価値理論を参考に対面と同等の学習

がオンラインで得られるような工夫を行った．その

詳細は次節にて後述するが，たとえば教員と学生と

のコミュニケーションツールに学習確認ノートを用

いて，学生から授業の理解状況や自主学習内容など

を確認し，教員はコメントの記載や困っていること

があれば共有できるようにした．

　こうした工夫や取り組みを前提に，本研究では，

オンライン授業（2021 年度）と対面授業（2022 年度）

における学生の自己認識は類似するとの仮説を立て

検証した．具体的には，オンライン形式と対面形式

の授業による職業アイデンティティと地域での多職

種連携教育に関する自己認識の変化を比較し，その

結果が教育内容に関係していること，およびオンラ

イン形式と対面形式での結果が類似していること，

このような確認手続きを取って効果検証するもので

ある．

　以上より本研究の目的は，実践的な授業における

取り組みや学びが，対面と同等の価値を有すると考

えてよいのかを作業療法学生の自己認識の変化から

明らかにすることである．

専門学生と大学生の公園調査の実践

　本授業の地域作業療法学における取り組みの特徴

は，１つにはヘルスプロモーションの視点から公園

を対象に調査を実施したこと，もう１つには大学社

会福祉学部と専門学校作業療法学科との職種間連携

教育を試みたことである．

　その試みは，2021 年度と 2022 年度にヘルスプロ

モーションにおける健康な公共政策づくりや健康を

支援する環境づくりに着目し，兵庫県赤穂市内の公

園踏査から高齢者の公園利用にむけた情報収集に取

り組んだ．公園は子どもから高齢者まで幅広い年齢

層が利用することができ，特定の地区ごとに設置さ

れている．多くの地域にあり，かつ感染対策が行い

やすい屋外であり，閉じこもりや社会参加に活用で

きる資源として公園を対象にフィールドワークを実

施した．

　フィールドワークを含むこの授業の取り組みは当

校と 2.8km 程度の距離にある関西福祉大学社会福

祉学部の共著者ゼミ生との共同で行った．両年度と

も共著者ゼミ生は社会福祉士を目指す２年次生であ

り，2021 年度が 14 名，2022 年度は 15 名が参加した．

作業療法学生は共著者ゼミ生らとともに地域作業療

法学を受講した．この科目では，他職種の視点を学

び，地域包括ケアシステムにおける作業療法士の役

割を理解すること，地域で実践するための演習を通

して地域包括ケアのための PDCAサイクルを学ぶこ

とが目的である．また，到達目標は知識として地域

包括ケアシステムを理解し，具体的な地域課題を抽

出できる思考過程を経験し，行動できる技術を修得
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する．地域で活動するための作業療法士の役割が説

明できることとした．

　授業内容の展開としては，３講に地域包括支援セ

ンターと社会福祉協議会に勤務する生活支援コー

ディネーター各１名ずつから地域の現状について講

義を受け，４～ 13 講に自己紹介や職種紹介，公園

踏査の準備・調査，まとめを実施し，14 講に合同

発表会を開催した（表１，図１）．授業の実施方法

は，2021 年度は主に Zoomを利用したオンライン形

式，2022 年度は主に対面形式にて行った．対面と同

じ価値が得られるように 2021 年度は，教員間での

Zoom を用いた打ち合わせを頻回に行い，授業中に

は LINE にて取り組みの進捗状況を確認し，そこで

生じた課題に対する修正方法を次の打ち合わせ時に

検討した．また学生には学習確認ノートを配布し，

主な内容（概念，考え方，人物，場所，経過，出来事，

表１　授業内容と開催形態

図１　本取り組みの場面と作成した資料
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状況など）を文字や絵，図で自由に記入するように

指示し，授業内容についての理解の到達度と追加学

習の必要性の確認，さらに授業を終えてのメッセー

ジ（感想，要望，疑問など何でも）を毎時提出する

よう求めた．学生が提出した学習確認ノートには教

員からのコメントを付けて返却し，進捗に関する不

安や興味を共有した．

方法

１．対象と調査内容

　対象者は３年制専門学校の作業療法学科２年次

生であり，2021 年度は 18 名，2022 年度は 22 名で

ある．本研究は紙面上で，医療系学生における職業

アイデンティティ尺度（以下，アイデンティティ尺

度）と大学生における地域基盤型専門職連携教育自

己評価尺度（以下，自己評価尺度）の２つの尺度と，

Google Forms を用いた自由記載形式による「地域

で作業療法士が活躍するために必要なこと」を調査

した．調査は開講時と終講時に依頼し回収を行った．

　アイデンティティ尺度は，医療職への選択と成長

への自信，医療職観の確立，医療現場で必要とされ

ることへの自負，社会への貢献の志向の４つの下位

因子が５項目ずつの計 20 項目の質問項目で構成さ

れる．回答は「全くあてはまらない」から「非常に

あてはまる」までの７段階である．総合計得点の範

囲は 20 ～ 140 点，下位因子が５項目の合計得点の

範囲は５～ 35 点である．得点が高いほど職業的ア

イデンティティの形成の度合いが高いと判断でき，

十分な信頼性と妥当性が検証されている 11）．アイデ

ンティティ尺度は，医療系学生のアイデンティティ

であり，社会福祉学部学生との関係性上，医療職と

しての立場での連携になると考えられた．特に社会

への貢献の志向は，地域包括ケアシステムの理解や

その実践を行う本取り組みと適合していると考えら

れた．一方で医療職観の確立や医療現場で必要とさ

れることへの自負については取り組みの特性上，大

きな変化は見られないと予測した．

　自己評価尺度は，チーム形成のための能力が６項

目，利用者中心性が５項目，メンバーの相互理解が

３項目，メンバーの尊重が２項目の４つの下位因子

が計 16 項目の質問項目で構成される．回答は「で

きない」から「できる」までの４段階である．総合

計得点の範囲は 16 ～ 64 点，下位因子のチーム形成

のための能力は６～ 24 点，利用者中心性は５～ 20

点，メンバーの相互理解が３～ 12 点，メンバーの

尊重が２～８点の範囲である．得点が高いほど専門

職連携教育に対する自己評価の度合いが高いと判断

でき，十分な信頼性と妥当性が検証されている 12）．

自己評価尺度のチーム形成のための能力やメンバー

の相互理解，メンバーの尊重は地域を題材とした専

門職学生間の連携を通して，学生の自己認識の変化

を捉えうる因子であると考え採用した．

　本研究では，学習者の主観的な認識の変化を既存

の尺度を用いた量的検討と自由記載による質的検討

にて検証結果の妥当性を担保した．

２．分析

　統計ソフトは R ver.4.1.2 を用いて，それぞれの

年度別に両尺度の合計点と下位因子ごとの得点を

Wilcoxon の符号付順位和検定（危険率５%未満）に

て比較した．自由記載は記載量を比較するとともに，

先行研究 13）を参考に記載文を研究者の任意で１つの

切片に複数の要素が含まれないように意味のあるま

とまりに区切ってコード化を行い，内容に親近性の

ある同士を束ねてサブカテゴリを抽出した．さらに

内容に親近性のあるサブカテゴリを束ねてカテゴリ

を生成し，命名した．この過程は，質的研究論文の

執筆経験のある領域の異なる共同研究者間で検討し

た．

３．倫理的配慮

　本研究ははくほう会医療専門学校倫理審査承認

（はくほう医専 21-1003 号）の後に実施し，学生に

は口頭と文書にて成績には一切関係しないこと，参

加は任意であり拒否ができること，個人情報の保護

について説明し同意を得た．

結果

　2021 年度と 2022 年度ともに全員より回答を得た．

2021 年度は男性７名と女性 11 名，2022 年度は男性

８名と女性 14 名であった．

　両尺度の結果は 2021 年度と 2022 年度ともにアイ

デンティティ尺度に有意差はみられず，自己評価尺

度のチーム形成のための能力，メンバーの相互理
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解，合計点が終講時に有意に上昇した（2021 年度：

p＝0.01，p＝0.001，p＝0.011，2022 年度：p＝0.012，

p＝0.014，p＝0.015）（表２）．

　自由記載は，開講時と比べて終講時には記述分

量が 2021 年度は約 2.78 倍，2022 年度は約２倍に増

加した．学生の自由記載内容を親近性により束ねる

と【地域を軸とする根拠に基づいた実践】と【意欲

的な働きかけによる関係形成】の２つのカテゴリに

分けられた．またサブカテゴリは前者では［地域の

理解］，［ニーズの把握］，［地域住民との交流］，［地

域の環境調整］，［さまざまな実践］，［評価に基づく

地域支援］の６つと，後者では［地域全体への関わ

り］，［寄り添い］，［信頼関係］，［地域に関わる人と

の連携］，［コミュニケーション能力］，［実践対応能

表２　両尺度の結果
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力］，［作業療法士の地域への促進］の７つとなった

（表３）．

考察

１．作業療法学生の変化

　本研究の対象となる学生の得点はアイデンティ

ティ尺度では先行研究 13）と比較するとやや低いが，

２年次生のみであることや授業実施時期が前期であ

ることを踏まえると大きく異なる集団ではないと考

えられる．自己評価尺度においては標準得点範囲は

示されていないが 12），本研究における学生の得点は，

メンバーの尊重が開講時から満点に近く，利用者中

心性も満点が 20 点であることを踏まえると比較的

高いといえる．またチーム形成のための能力とメン

バーの相互理解は開講時に６から７割前半，終講時

には７割後半から８割と変化した集団であった．

　先行研究ではチームでのメンバーシップやチーム

シップの重要性を理解することはオンラインの多職

種連携教育でも十分に達成しうる 14）とされている．

そこで当時の公園調査に向けて教員はおおまかな調

査範囲のみを提示し，具体的な公園のルートやその

中での役割分担は学生が主体的に行うよう促した．

同様に資料作成や発表会に向けたまとめにおいて

も，公園数やその設備などは含めるよう統一したが，

その他の内容は学生が自由に決められるよう教員か

ら促した．そしてオンライン形式では途中経過の報

告を共有するよう実施し，対面形式では他班の進捗

状況を確認させるようにした．こうした内容の充実

にむけた学生間での話し合いが促進されたことによ

り，学生の自己評価尺度におけるチーム形成のため

表３　地域で作業療法士が活躍するために必要なこと
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の能力とメンバーの相互理解は向上したと考えられ

る．

　また，発表資料は社会福祉士・作業療法士の両職

種の視点を踏まえるように作成を促していた．それ

によりチーム形成のための能力の「チーム活動を促

進するような発言ができる」「チーム活動に積極的

に参加すること」やメンバーの相互理解の「メンバー

の考えの共通性について表現することができる」「多

領域の特性（役割・機能・知識・技術など）を活

用することができる」等が促進されたと考えられ

る 15）．

　さらに，自由記載では，漠然とした［地域全体へ

の関わり］や［ニーズの評価］のみの記述は減り，

［評価に基づく地域支援］や［地域に関わる人との

連携］，［作業療法士の地域への促進］といった今回

の授業内容に関連する発展的な記述の割合が増加し

た．フィールドワークに基づく報告会等の活動は，

体験的な知識の理解や対人技能の認識の変化が生じ

る 16）とされる．他職種を目指す学外の学生との関わ

りや地域の公園へ実際に出向いたことから，作業療

法士に必要な役割が体験を通して再認識でき，具体

的な記載内容につながったと考えられる．

　そのような変化が確かめられた反面，医療系学生

としてのアイデンティティや自己評価尺度の利用者

中心性，メンバーの尊重は変化が見られなかった．

これは，健康や憩いの場である公園を対象として

いたこともあり，医療系職業としてのアイデンティ

ティ全般には変化がみられなかったと考えられる．

また公園を利用している人ではなく，主に環境面の

調査であったことから利用者中心性の変化がみられ

ず，自由記載からも個人より地域や集団に関する記

述が多くみられたと考えられる．さらにメンバーの

尊重は開始前から点数が高く，連携する学生の関係

性が強い場合には十分に影響を捉えることができな

い可能性がある．

　いずれにせよ，地域包括ケアシステムでの多職

種連携に最も影響のある要因は Inter Professional 

Work17）とされている．このことからも，総じて，

対面とオンラインの授業形態に関わらず，学生の段

階から職種間連携による実践的取り組みの経験は地

域での連携に関する自己認識に影響を及ぼすことが

示唆されたと考える．

２．授業形態の違いによる教育の成果

　職種間および養成施設間の連携教育における教員

間の事前準備や開始後の情報共有が教育の成果に影

響しており 18，19），学生が学習成果を得るためには教

員間の連携は重要となることが示唆されてきた．こ

のことを踏まえ，2021 年度は Zoomでの打ち合わせ

を頻回に開催し，LINE での意見交換を授業中や終

了後に行った．この教員間の連携はオンライン授業

で生じる PC操作への不慣れや交流の不十分さに対

応するよう共通の課題をもって取り組むことができ

たといえる．

　またオンライン授業においては教員と学生との双

方向コミュニケーション 20）を促進することが重要と

なる．そこで，そのためのツールとしては学習確認

ノートを活用して学生が持つ学生間の連携の課題を

全体で共有し，全体から得られた解決案を個々の学

生に提示した．これらの工夫を行うことにより，学

生はオンラインの授業で対面と同等の価値を得るこ

とができ，連携に関連する下位因子得点も有意な向

上がみられ，学生の自由記載の分析においても地域

にて必要な作業療法士の役割が具体的に認識できる

ようになったと考える．

３．研究の限界

　回答者数の少なさや回答者が２カ年の作業療法学

生のみの調査となっていること，地域作業療法学と

いう１科目に限定された分析結果であるということ

が，本研究の限界と課題である．

結語

　対面とオンラインという２つの異なる授業形態の

実践が作業療法学生に対して与える影響について，

両者は同等な価値を有するといえるのかどうかを検

証した．学生と教員との双方向性コミュニケーショ

ンを促進するための学習確認ノートの活用や教員間

の密な連携等により，授業形態の違いに関係なく学

生の自己認識は同じと言ってよい結果を示した．本

研究から授業はオンラインによる取り組みであって

も，対面と同じような価値が得られるように工夫す

ることで，対面と同等の学習成果を得られることが

示唆される．
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